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要　旨
　精神障害者や家族は，障害年金受給が，将来の就職に影響するのではないかと危惧し
ている実態がある．それは，精神障害者が障害年金を受給していることが事業主に知ら
れてしまうと，たとえ現時点において，経済的に困窮していたとしても，安心して精神
障害者は障害年金を受給できない，というものである．これらの不安が解消されれば，
精神障害者は障害年金の受給につながることになる．
　そこで本稿では，障害年金に関わりをもつ社会保険労務士からの調査を通して，この
ことを明らかにすることにした．なぜなら，社会保険労務士は，近年障害年金を専門に
する者が増えていることに加えて，顧問という形で事業所に関わり，事業主から人事の
相談を担いうる等，障害年金と事業所の双方に精通していると考えられるからである．
そして，調査の結果，従業員の障害年金受給は制度的に，事業主に知られるものではな
いことがわかった．また，精神障害者が就労において求められるのは，障害年金の受給
の有無という論点よりも，就労への取り組み姿勢を含めた労働の中身や，労働の継続性
が大切であることの示唆を得ることができた．さらに，本稿を通して新たに得られた事
柄は，以下のことである．それは，精神障害者や家族は，職に就くという「点」に注目
することが多いが，豊かな人生を送るために働くという論点で捉えれば，自分のことを
理解してくれる事業所で，いかに自分に合った働き方をするかという「曲線」で捉える
ことが大切だというものである．本研究では，このように働くことに関する新たな視点
に辿り着くことができた．
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　１．はじめに
　「障害年金を受けていることがわかったら，就職ができなくなってしまうかもしれません」．
「（精神障害者本人が）障害年金を受けていたとしても，将来の就職に影響が出ないことがわかれ
ば，本人も家族も随分安心して，障害年金受給に向かうことができます」．「障害年金を受給して
いる人のことを事業主は，採用にあたって，どのように捉えているのでしょうか」．
　これらは，精神障害者や家族1）から，かつて筆者が聞いた言葉である．精神障害者は，障害特
性から就労制限を受けやすいことから，経済的な困窮状態に陥ることが少なくない．実際，東京
都の 2013年度の生活実態調査によると，年収 100万円未満の者が 7割弱となっている．ただし，
この数は生活保護受給者を除いていることから，精神障害者の経済的な実態はさらに深刻な状況
にあるといえる（東京都 2014：198）．一方で，人が社会で働く2）ことは，経済的な糧を得ること
に加えて，社会とのつながり，自己有用感3）を得る等，生活の質の向上という点においても意義
深い．
　そのようなことからも，人は能動的に社会で生きていくために，働くことを早い段階から想定
して，社会生活を営むことになる．それは，当然に障害の有無に関わるものではないといえる．
ところが，精神障害者や家族の中には，障害年金を受給することによって，将来の就職に負の影
響がある，と考えている者が少なくない．このことについて，精神保健福祉士等の社会福祉専門
職が，「障害年金受給と将来の就職とは関係ないはず」と言っても，彼らの不安感は払拭されな
いだろう．なぜなら，精神障害者や家族が求めているのは，推測ではなく雇い入れ側や年金制度
等の実際の状況だと考えられるからである．そこで，事業所とのつながりがあると共に，障害年
金への関わりを有する社会保険労務士（以下，社労士）に注目した．
　本稿は，社労士からの調査を通して，精神障害者の障害年金受給と将来の就職との関係につい
て論ずるものである．
　２．社会保険労務士が有する専門性
　社労士は，社会保険労務士法に基づく国家資格である．厚生労働省の発表によると，2015年 9
月末現在，社労士の登録者数は 39,898人となっている（厚生労働省 2015）．ただし，社労士が，
個人や団体と契約をして，後述する社会保険や労働保険の代理行為等を行うためには，基本的に
開業することが求められる．
　その社労士は，複数の事業所と顧問契約をして労務管理に携わることが一般的だといえる．そ
こでの関わりとしては，社会保険制度の運用や助成金の活用の仕方等，社労士の高い専門性がう
かがえる（假谷 2014；社労士助成金実務研究会 2014）．一方で，障害年金受給支援について，個
人契約を結び，業務を展開する者も少なくないのである（河地 2012；高橋ら 2012；佐々木
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2012；松山 2013；岩崎ら 2014；宇代ら 2014）．
　社労士は，労働及び社会保険に関する諸法令に基づき，労働基準監督署，ハローワーク，年金
事務所等への請求書を作成したり，提出について代行をすることができる．また，その後，それ
らの提出書類に対する行政機関の処分に対して，意見陳述をしたり，代理業務についても担うこ
とが可能となる．ちなみに，これらのことを社労士でない者，または，社労士法人でない団体
が，他人の求めに応じて，報酬を得て行ってはいけないことになっている．なぜなら，これらは
基本的に社労士の業務独占となっているからである．
　３．研究目的及び方法
　研究目的は，以下の 3点である．
①　障害年金を受給することが，精神障害者の将来の就職にどのような影響があるかを明らか
にする，ということ
②　社労士の考えを通して，障害年金や労働の新たな視点を抽出する，ということ　
③　社労士のこれまでの取り組みや考えを通して，障害年金の活用しやすい方途を検討する，
ということ
　次に，研究方法は，以下の 3段階によって行うものとする．
　まず，第 1段階は，わが国において，障害年金受給支援に取り組む代表的な社労士 3名を選定
し，それらの者に，表題のことについてインタビューを実施し，研究目的の①～③についての考
えを述べてもらう．ちなみに，これらの 3名は，後述する第 2段階の研究協力者や，障害年金を
専門とする社労士から，障害年金に精通した社労士として名前が挙がった者のなかから選定し
た．
　続いて，第 2段階は，第 1段階で得られた結果を基に，3名の研究協力者（精神保健福祉士）
と協議のもと，調査用紙を作成し，その用紙を用いて，本研究に理解が得られた社労士にアン
ケート調査を実施した．これについては，障害年金に一定の関与をしている社労士が集う研修会
にて，趣旨説明をして実施したものである．
　そして，第 3段階は，第 2段階のアンケート調査結果に基づいて，第 1段階でインタビューを
した 3名の社労士，第 2段階の調査対象者のうち，連絡先が記されていた社労士，さらに，別の
複数の社労士から，アンケート結果に対する意見をもらうことにした．これについては，メール
によって答えてもらっている．ちなみに，上記の「別の複数の社労士」とは，障害年金に積極的
に関わりをもつ社労士で，本研究の趣旨に賛同が得られた者である．
　なお，倫理的配慮として，第 1段階～第 3段階の調査では，調査対象者に研究趣旨を伝えたう
えで，任意回答をしてもらっている．また，調査結果については，個人名が特定されないように
した．
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　４．結果及び考察　＊斜体は社労士からの意見であり，（　）は筆者の補筆によるものである．
　（1）代表的な 3名の社会保険労務士からの意見
１）3名の特徴
・Ａ社労士：行政機関で公的年金に携わった実務経験を経て，社労士になっている．現在，障害
年金に携わる社労士の指導的立場にあり，多くの講義や著書等で，精力的に取り組んでいる．
・Ｂ社労士：インターネットを用いての障害年金相談を展開している社労士の草分け的存在であ
る．また，障害年金の無料相談は，10年以上継続している．
・Ｃ社労士：複数の障害年金の勉強会を主宰している．顧問事業所数も約 50件ある．障害年金
の相談依頼の件数も多く，常時，10件ぐらいは，請求後の結果待ちのような状況にある．
２）代表的な意見　
・「基本的に，事業所が従業員の障害年金受給を知ることはない．ただし，何らかの機会に，本
人の年金記録を確認するような機会があるとすれば，全てコンピュータ管理なので，情報を見
れてしまうことがある」
・「従業員側が言わない限りは（障害年金を受給していることが）わからない」
・「行政側からの働きかけで，何かが漏れることはない」
・「年末調整で，障害者控除を申請する，ということになれば，障害年金を受給していることは
わかる」
・「対人援助職は，仕事仲間とのコミュニケーションが重要となる．なので，障害年金はもとよ
り，障害内容を雇用される事業主に伝えておいた方がいいのではないか」
・「事業主は，履歴書の転職欄を気にする」
・「事業主は，『働けているのであれば，問題ないよ』ということだろう．大事なことは，（障害
云々ではなく）労働の中身である」
・「障害年金の申請は通らなかったが，『就職決まりました』と報告に来てくれる人もいる」
　（2）アンケート結果
　3名の研究協力者と協議して，アンケート用紙「事業主は，精神障害者の障害年金受給を，求
人にあたっていかに受け止めているか」を作成し，計 41名の社労士に対してアンケートを実施
することができた．その結果が下記である．
■属性等　　アンケート回収総数（Ｎ 41）
□立場
①開業社労士　35名，②勤務社労士　4名，③その他　2名
□顧問事業所数　＊上記①の開業社労士（Ｎ 35）
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① 0箇所　12名，② 1箇所～ 10箇所未満　15名，③ 10箇所以上 20箇所未満　4名，
④ 20箇所以上　3名，⑤未回答　1名
□自身の勤務先で労務等に携わった経験（Ｎ 35）　
①なし～ 6ヶ月未満　12名，② 6ヶ月以上～ 10年未満　14名，③ 10年以上 ～ 20年未満 
6名， ④ 20年以上　3名
□精神障害の障害年金の通算受諾（代理人）件数（Ｎ 39）
①なし　9名，② 1件以上～ 10件未満　21名，③ 10件以上～ 50件未満　6名，
④ 50件以上  3名
■具体的な質問内容及び結果
□障害年金を受給している精神障害者が就職後，障害年金を受給していることを，事業所に知ら
れる可能性が有りますか？（Ｎ 36）
①有る 7名，②少しは有る 7名，③あまり無い 12名，④無い  10名
＊特筆事項（記述回答：抜粋）
【知られる可能性はない，あるいは，その他の意見】
・「障害があることを隠して就業をしないこと．後でトラブルの原因になる」
・「精神疾患の種類によっては，コミュニケーション能力，対人関係に難があったりするので，
はじめから事業所に配慮を求めておいた方がよい」
・「精神障害があることを隠して就職する人は多い（求人の少なさ，給料の抑制等の理由から）．
でも，その結果，病状の悪化から退職ということも」
・「精神障害者だということが会社にわかれば，仕事について色眼鏡で見られる場合がある．特
に，失敗した場合など」
【知られる可能性はある，という意見】
・「年金コードを会社に知らせることがある」
・「年金手帳に，障害年金受給の印が押される」
□事業主は障害年金に関心をもっていますか？（Ｎ 31）
①かなり関心をもっている 0名，②関心をもっている 3名，③たまに話題に出る程度である 8
名，④話題に挙がったことが無いので関心があるか否かわからない 12名，⑤関心が無い  8名
特筆事項（記述回答：抜粋）　
・「（公的年金では）老齢年金以外の知識がない」
・「事業主は，被雇用者の生活や財産にまで配慮することはない」
・「障害者雇用が，直接利益につながらないと考えている事業主が大半だと感じる」
・「大企業は，特例子会社の関係から関心をもっている」
・「事業主の親族に障害者がいる場合がある」
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□事業主（経営者）は，採用人事にあたって，重視していることは何だと思いますか？　
　＊上位 3つまで複数回答
　①協調性 25名，②真面目さ 18名，③専門的な知識や技術 16名， ④職業成績 0名，
　⑤礼儀作法 7名， ⑥明るさ 4名，⑦素直さ 6名， ⑧コミュニケーション力 25名，
　⑨体力 6名，⑩その他（個性，誠実さ，意欲）各々 1名　
□精神障害者が障害年金を受給していることと，事業所への就職との関係について，何でも結構
です．ご意見等がありましたら，記述をお願いします．（自由記述）
・「年金を受給し，自分にあった働き方ができると，社会に帰属できる人が増えるのではないか
と思っています」
・「厚生年金の被保険者資格を取得した勤務になると，精神障害の場合，「3級以下」として，年
金機構が判断しているふしがある．厚生年金の適用範囲が広がるなかで，注視すべきである」
・「事業主は，精神障害者についての知識や情報がないために，雇い入れについて『大変だ』と
いう先入観がある．正しい知識によって，雇用が広がる」
　（3）アンケート結果を見たうえでの 18名の社労士からの意見
１）第 2段階のアンケート調査に回答した 6名の社労士からの意見
・「ある研修会で，弁護士が，精神障害を採用時に見分けるテストを受けさせる，という話を聞
いた」
・「最低賃金法第 7条に減額規定があり，精神障害により，労働能力の低い者がその対象となる」
・「精神障害者の父が，『障害年金を足せば人並みの給料だ』と喜んでいた」
・「ハローワークの担当者から，「（障害を）言わないとわからないから」と一般就労を勧められ
ている人がいた」
・「『障害年金は，傷病手当金と同じ仕組みですよ』というと，安心して受給できるようになった
人がいた」
・「就職した当初は低賃金であったとしても，勤めている間にできることが多くなり，給与も増
加する，というのが良い流れだと思う」
・「精神障害者が，自分が障害をもっていることを，職場で言える状況が理想である」
２）第２段階のアンケート調査を実施していない 12名の社労士からの意見
　＊冒頭で紹介した３名の社労士を含む
　Ａ～Ｃ社労士に加え，Ｄ～Ｌ社労士の計 12名からアンケート結果に対する意見を聞いた．な
お，結果は 12名の社労士の意見を，カテゴリー別に分類している．
・Ｄ社労士：インターネットを通じて，全国からの障害年金相談に対応している．
・Ｅ社労士：社会保険制度についての知識が高く，顧問先の経営について積極的に関与している．
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・Ｆ社労士：精神保健福祉士の資格を保有し，顧問先のメンタルヘルスに積極的に関与している．
・Ｇ社労士：精神障害者の家族という立場も有することから，多くの家族に経済保障の相談等に
応じている．　
・Ｈ社労士：自治体の年金相談員等を兼ねている．
・Ｉ社労士：社会福祉士として社会福祉学が基盤になっている．
・Ｊ社労士：約 30年のキャリアを有するベテラン社労士である．
・Ｋ社労士：労働局での長年の経験を有したうえで，社労士になっている．
・Ｌ社労士：特例子会社とのつながりを有している．
【支給停止の現状】事業主は，障害年金を受給している人を雇う場合は，障害状態確認届による
更新手続きにより，年金が支給停止になりうることを前提に雇う必要がある．
【制度設計への提言】①障害基礎年金にも 3級を設けるべきである．②そのうえで，障害厚生年
金に在職停止制度を導入する．③障害基礎年金は生活保障，障害厚生年金は所得保障の位置付
けにするべき．④障害基礎年金の受給権者には収入に応じた加算制度を新設する．⑤障害者雇
用に取り組む企業への助成・支援制度の拡充をはかる．
【採用時の面接】個人情報保護法のもと，企業が採用にあたって，質問できることは限られてい
る．したがって，障害年金の受給の有無は聞けないのではないか．
【障害年金受給の明示】障害年金を隠すことで，不利は無くなるのかと言うと，そうはならな
い．むしろ隠すことによって，後で無理な状況が出てきてしまいかねない．
【事業所の課題】精神障害者を雇うには，一定の仕組みが社内に必要．普段より，①気を遣う，
②教育システムを作ることが求められる．社労士はこれらに応えうる体力のある会社づくりの
手伝いをしなければいけない．
【事業主の見方】「おかしいと思っていたのですが，精神関係の薬を飲んでいるようです」とい
う話は時々出る．また，発達障害は，障害自体が理解されておらず，「困った人」として扱わ
れている現状がある．
【実績のある雇用担当者】雇ったことが無いから，心配や偏見があるのであり，付き合ってみれ
ば，（精神障害者は）心優しく真面目な人たちである．
【事業主の関心】関心があるのは，雇った人が，きちんと仕事をしてくれるか否かに尽きる．
【社会的責務】自社の従業員を含め，消費者には，障害者も当然に含まれており，大切なお客
様．だからこそ，会社を経営するのならば，社会的責任として，障害者を雇用すべきである．
【人生の目的】（精神障害者は，就職にあたって）一般就労をゴールとするのが正解なのか．自
分が快適で自由かどうかで考えると，別の答えが出てくるかもしれない．
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　５．考察
　前述の結果から，課題を整理する必要性が認められた．それは，「事業所側」と，精神障害者
や家族という「当事者側」に分けて，障害年金受給と将来の就職との関係を捉えなければいけな
い，ということである．ただし，就職とは，字のごとく，「職に就く」ということをさす．とこ
ろが，調査を通して，筆者は職に就くという一時点よりも，持続的に働くという観点から捉える
ことこそが大切だという考えに至っている．
　これらのことに鑑み，事業所側と，当事者側としての精神障害者及び家族の側の 2つに分類し
て考察したものが以下の内容である．
　（1）事業所側からみた「障害年金と労働」
１）事業所は基本的に従業員の障害年金受給がわからない
　新たに従業員を採用するというプロセスにおいて，事業所は採用予定者の障害年金受給の有無
について，知りうることは通常無い．従業員が就職後に，年末調整等で障害者控除の申請等をし
ない限り，事業所が知る由はないといえる．一方で，アンケートに回答した社労士の中には，
「年金手帳に，障害年金受給の印が押される」というような意見を書いた者がいた．しかし，基
本的にこのような手続きは無いことになっている．とはいえ，現状では，都道府県，さらには年
金事務所単位で，障害年金の請求や更新手続きにおいて，独自の取り組みが行われていることが
稀にある．そのようなことからも，支援者には注意喚起が求められる（青木ら 2015a）．
　今，社会には，多くの情報が氾濫している．これらのことも，精神障害者や家族が不安感を抱
くことにつながっている．だからこそ，支援者は，事実をおさえておくべきであろう．まとめて
言うならば，理解の仕方として，精神障害者は，就職時に，あるいは，雇用された後に，障害年
金受給について，事業所側からシステムとして知られることは基本的に無いといえよう．
２）事業所が見ているのは，障害年金受給の有無ではなく従業員の労働の中身
　事業所，あるいは，事業主が見ているのは，障害年金受給の有無ではなく，従業員の労働の中
身だといえる．社労士の回答から，事業主が最も関心を持っているのは，障害の有無ではなく，
労働の中身に尽きるのではないか，という意見が見られた．事業主は，精神障害等の正しい知識
を保有しているわけではないし，障害年金についても，関心を抱いているわけではないようであ
る．そのことよりも，障害の有無や履歴書の転職欄等を通して，事業主が注目するのは，人事考
課でいう，勤務態度，職務遂行能力，業務実績なのだろう．よって，事業主が採用人事において
重視しているのは，社労士が回答しているように，協調性，コミュニケーション力，真面目さ，
さらには，専門的な知識や技術となろう．
　そのように考えれば，精神障害者は就職するにあたって，自らのマイナス評価を気にする傾向
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にあるが，事業主はむしろ，「採用」という積極的な行為をするにあたり，プラス評価の部分に
まずは目を向けているという側面をもっているという見方ができる．精神障害者や家族，支援者
は，これらの事業主が有している考えを理解するためにも，事業所側のニーズを知ることが大切
だといえよう．
３）事業所にとって精神障害者を雇用することは永続的な経営を考えると有益
　事業所にとって，精神障害者を雇用することは，永続的な経営を考えると有益，ということが
社労士の回答から示唆された．現に社会では，多くの人たちがメンタルヘルスの課題を抱えてい
る．そうであるからこそ，精神障害者がやりがいを持って働いている事業所は，社会から親和性
を得られやすい．精神障害者雇用は，事業所宣伝の下手な広告を出すよりも，はるかに，事業所
のイメージはもとより，社会貢献につながる．このことは，社労士が社会的責務として述べた，
「自社の従業員を含め，消費者には，障害者も当然に含まれる」ということにつながる．国が発
表した「こころのバリアフリー宣言」には，「生涯を通じて 5人に 1人は精神疾患にかかるとい
われています」，と記されている（厚生労働省 2004）．となれば，精神疾患を排除するという発
想の事業所は社会から受け入れられないともいえる．だからこそ，精神障害者と共に，という発
想を全面的に打ち出せる事業所が社会から受け入れられることになろう．また，精神障害者に適
切な対応ができているということは，新たな，精神疾患を生み出さない事業所作りにもつなが
る．それが，社労士が語る「体力のある会社づくり」ということになろう．
　（2）精神障害者や家族の側からみた「障害年金と労働」
１）就職という「点」と労働継続という「曲線」
　精神障害者が就職する，という点においては，前述したように，基本的に，事業主は従業員の
障害年金受給を知ることはない．ただし，精神障害者や家族は，「知られない」ことと「伝える」
ことについて，別次元で吟味する必要があろう．特に，就職するというスタート時点という「点」
でのみ捉えるのではなく，長期的な労働という「曲線」で考えれば，障害年金受給をはじめ，障
害の内容を事業主に伝えることは，むしろ積極的にすべきではないか，という回答が多数見られ
た．
　2014年度のハローワークを通じた就職件数では，精神障害者が 34,538件となっており，初め
て身体障害者の就職件数の 28,175件を上回った．このように，新規の就職件数という点で見れ
ば，精神障害者の雇用は伸びている．しかし，2014年 6月 1日時点の障害者雇用総数の 431,225
人中，精神障害者は 27,708人というように，全体に占める割合は 6.4％にすぎない（内閣府
2015：66，71）．これは，倉知が述べるように，精神障害者の離職率の高さが反映された結果と
なっているのである（倉知 2008；倉知 2014）．そのような意味においても，労働継続という曲線
で精神障害者の就職について捉えていく必要があろう．
　多くの企業では，終身雇用という考えが影を潜めるようになってきている．そのようなことか
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らも，一旦就職さえすれば，企業が定年まで生活を保障してくれる，という考え方自体が，現状
では難しいといえる．そのことよりも，「自分に合った働き方」という発想が必要となろう．と
なれば，個々の精神障害という特性に配慮し，労働継続にこそ意義を見出すべきだといえる．そ
うすることによって，社労士が記述回答で述べているように，「自分にあった働き方ができると，
社会に帰属できる人が増える」のである．
２）障害の有無よりも働いていることの有無がスティグマの鍵を握る
　社労士が，ある家族の言葉を用いて，「精神障害者の父が，『障害年金を足せば人並みの給料
だ』と喜んでいた」という話を紹介している．実際，精神障害者は精神障害を有することの生活
の困難さが，たとえ変わらなくとも，労働ができていることによって，自らの満足感もさること
ながら，周囲の目を気にせずに済むということがあろう．このことは，障害の有無よりも，働い
ていることの有無がスティグマの鍵を握る，ということにもなろう．加えて，人は，労働してい
ることを，社会参加，社会貢献として，認識していることが少なくない．だからこそ，障害の二
次的な課題としての労働の有無に，精神障害者や家族は翻弄されやすいのかもしれない．ゆえ
に，回答にもあったように，人は，労働との関係から傷病手当金については，受給しやすいので
あろう．そして，傷病手当金の延長としての障害年金，あるいは，障害年金と労働収入とを合わ
せた生活，というのが，抵抗感なく，障害年金を受給できる方途なのかもしれない．障害年金を
活用しながらも，精神障害者や家族が価値を見出しているのは，労働を通しての社会参加であ
り，社会貢献だといえよう．
３）障害年金や労働は手段でありゴールではない
　とはいえ，働くことは形態や内容をはじめ，多様だといえる．重篤な精神障害を有する人が，
無理しながら一般就労することが，必ずしも一度きりの人生を有意義に暮らすことではあるま
い．一方で，精神障害者が，障害年金を受給することもまた，障害をカバーした生き方としての
手段であったとしても，決してゴールではない．
　大事なこととして，精神障害者は，たとえ労働をしていたとしても，精神障害による生活のし
づらさは軽減こそされども，生活のしづらさが消失するわけではない，ということである．その
ように考えると，一人の社労士が「一般就労をゴールとするのが正解なのか．自分が快適で自由
かどうかで考えると，別の答えがでてくるかもしれない」というのは，価値観の多様性につなが
るものだと捉えることができる．
　そのように考えると，まずは精神障害者が豊かに生きることを考える．その上で，選択肢とし
て，障害年金の活用や，自らに合った労働を検討する，という筋道に着眼するという考え方こそ
が重要だといえよう．
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　６．おわりに
　人々が，等身大の生き方に辿り着くには，時間がかかる．まして，精神疾患を発症した精神障
害者や家族が等身大の暮らしに至るプロセスは，時として，苦しい道のりにもなるだろう．とこ
ろが，精神障害者や家族は時間の経過のなかで，多くの人たち，とりわけ同じような状況におか
れている人たちと交流することによって，社会の実態を客観的に見れたり，多様な価値観を知る
ことによって，次の一歩が踏み出せてきたのではないだろうか．
　そもそも，本調査は，精神障害者や，わが子の将来を案ずる家族の想いを聞いたことから始
まった．彼らは，障害年金を受給していると，スティグマが付与されているように感じられ，自
分自身，あるいは，子どもの将来を案じていた．ところが，よくよく考えると気づく．それは，
ライフサイクルで捉えれば，人は老化と共に，いずれ当たり前のように障害を有するということ
である．だが，そのことに対して，スティグマを抱くことは通常無い．また，本稿で紹介した社
労士からの意見にあるように，人々は，多様な発想を抱くことによって，生きやすくもなるので
ある．
　本稿では十分に言及できなかったが，働くとは壮大な概念である．それは，決して一般就労に
とどまらず，福祉的就労や，ピアサポート等の「働く」もある．そのように，形態こそ多様であ
るが，人は何らかの働くことによって，主体的な生き方につながることは間違いない．その一方
で，精神障害者は，障害による生活のしづらさを抱えているのである．だからこそ，所得保障と
しての「障害年金」と，「働く」とをどのように組み合わせるかが，大切だといえよう．
　以上の論考をふまえ，筆者は「働く」，とりわけ，精神障害者が働くことについては，今後と
も取り組むことを約束して，筆をおくことにしたい．
　最後になりましたが，本研究にご協力いただきました社労士の方々，並びに，下記の科学研究
費の研究チーム（研究協力者）の荒川豊氏（豊科病院：長野），小島寛氏（半田市社会福祉協議
会：愛知），河野康政氏（明石市役所：兵庫），風間朋子氏（関西学院大学）の諸氏に感謝申し上
げます．
＊本稿は 2014年 6月，「第 3回日本精神保健福祉学会」（於：愛知淑徳大学）において，発表し
たものを加筆修正したものとなっている．加えて本研究は，JSPS科研費 25380792「精神障害
者の生活支援における障害年金と就労との関係性」による研究成果の一部である．
注
１）本稿において家族と記述する場合は，精神障害者を家族にもつ者とする．なお，その際，家族会活動
に従事しているか否かは問わない．
２）「働く」とは，広い概念であり，経済的な報酬を得ること以外にも，多くの意義が認められる（橘木
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2009；長谷川 2013：71-87；青木 2012：82-85；等）．例えば，ある精神障害者は，生活保護を受給する
際，姉から，「仕事の代わりの活動をしないと，生きていけないよ」と言われた．そのことから，広い
意味において，働くことの意義を認め，生活保護を受給しながら，セルフヘルプグループ活動（ピアサ
ポート）に従事するようになったと言う．ちなみに，ここでいう「生きていけない」とは，生命レベル
ではなく，生きがいに近い意味として捉えることができる（青木 2015b：197）．これらのことをふまえ，
筆者は，精神障害者の働くについて，①一般就労，②福祉的就労，③ピアサポートの 3つに分類してい
る．ただし，②や③は，必ずしも報酬が伴うとは限らない．
３）本稿でいう自己有用感とは，「社会において，自分が何らかの役割を担っていると感じられると共に，
社会から自分が肯定的に捉えられていると実感できている状態」という，定義を用いることにしたい
（青木 2013：22）．なお，ここでいう自己有用感とは，自己肯定感に比し，より社会関係を意識したもの
として位置付けている（北島 1999）．
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